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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は，「大学の運動・スポーツ系部・クラブに所属していた者（以下，<体育
会系>） が他に比して良い就職を得る」という<体育会系>就職神話について，戦後の動向とその変遷のメカニズムを捉
えることにある．採用側の企業の変遷，新聞・雑誌記事での扱われ方，そしてスポーツと優良企業への内定獲得率の相
関を検討した．主な結果として，<体育会系>就職は，1）時代的なリーディング企業によって牽引されること，2）大卒
新卒労働市場が一時的な落ち込みから回復する期間にメディア上で取り上げられることが多くなること，3）優良企業
からの内定獲得率にはスポーツ間で差異があることが明らかとなった．

研究成果の概要（英文）：　　The purpose of this study is to clarify the dynamism of Japanese 
student-athlete "TAIIKUKAIKEI" employment, a sort of myth that a TAIIKUKAIKEI tends to achieve a job 
offer from a better company than the others do, as well as its mechanism from the post war to the 
present. This study attempted to investigate the dynamism of companies which employ many of top-athletes 
after their graduation, discourses regarding TAIIKUKAIKEI employment on mass media, and the effects of 
sport participation for their NAITEIs, job offers, from higher-ranked companies. Main findings are as 
follows: the TAIIKUKAIKEI employment 1) has been led and kept by excellent companies of each time, and 2) 
tends to get into the news by the mass media during the convalescence stage of new college graduates's 
labor market. Then, 3) for both genders, playing particular sports helped TAIIKUKAIKEIs gain a NAITEI 
from a better company than they would have had they participated in the other different club.

研究分野：スポーツ産業学，スポーツマネジメント，スポーツ社会学，スポーツ政策学，スポーツ文化論

キーワード： 体育会系　就職　カレッジスポーツ　大卒新卒労働市場　教育から労働への移行　学生アスリート　内
定
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１．研究開始当初の背景 
 少子化，大学設置規制緩和 (1991) といっ
たわが国の大学を取り巻く社会環境の変化
が，多くの大学とりわけ中小私大の学生確保
戦略の中にスポーツを位置づけさせた．結果
として，近年，広義のスポーツ科学を専攻す
る学生は増加していると考えられる [大野，
2009]．またそうした中小私大は，スポーツ
関連カリキュラムの設置と同時にスポーツ
推薦枠や特待生枠を増やす傾向にあり，すな
わち課 外活動の強化とセットで募集力を高
めようとする傾向が生じている．従来は大学
に入らなかったような学力の持ち主，かつ，
従来はスポーツ推薦の枠にも当たらなかっ
たような競技力の持ち主が大学生として一
定の割合を占めるようになってきている． 
 大学で専門的にスポーツに取り組む学生
(以下，<体育会系>)の増加は，大学にいくつ
かの新たな課題を生じさせる．(a) 修学上の
特別な配慮・支援，(b) スポーツ活動環境（施
設や指導者等）の充実，(c) 就職活動のため
の特別な配慮・支援等が挙げられるが，特に
(c)の出口に関する課題は，それで評価され
る大学にとっても，それが確保されることで
パフォーマンスを安定・向上させることがで
きる<体育会系>にとっても，極めて重要なア
ジェンダとなる． 
 ところが，こうした重要性にもかかわらず，
関係諸分野は<体育会系>の就職について主
題的に論じることが少なかった．例えば，大
学から労働への移行 (transition) につい
ては労働経済学，教育社会学の分野に蓄積が
あるが [太田，1999；黒澤・玄田，2001]，
大学での課外活動，わけてもスポーツ活動と
の関連から実証的になされた議論は限定さ
れる．最も近い研究を概観しても，(1) 就職
に限定して クラブ活動の効果を計量的に測
定し，文化系よりスポーツ系が望ましい就職
を達成しがちであること [梅崎，2004] や，
(2) 文学部女子に限定すれば，クラブ活動へ
の参加が正規就労や賃金を上昇させること 
[原ら，2004]，(3) 大卒典型雇用者のうち三
年間定着を予想する者は，クラブやサークル
に「まあ熱 心」[=中程度 ※筆者注] に関わ
った者である [小杉ら，2007] といった結果
にとどまる．これらの研究は，ある時点の大
学でのスポーツ活動と労働への適応との関
係の実態把握には有効だが，マクロ労働市場
や言説構成との関係，変化について把握でき
ない点で不十分である． 
 他方，運動・スポーツ部活動については，
体育・スポーツ社会学のスポーツ社会化論と
いう理論文脈のなかで，適応を促進するシス
テムとして積極的に論じられてきた．だが，
学校への適応について一定の研究蓄積を残
したものの，労働への適応 (就職・定着) に
対してはほとんど語られていない．<体育会
系>に独特な就職現象は大正中期から末期に
かけて大手企業の間に徐々に醸成され，昭和
初期には有用な人材の代表例として認識さ

れるまでに至ったことを， 当時のビジネス
雑誌『実業之日本』を言説分析することで明
らかにした [束原，2011]．また，80 年代末
期から 90 年代にかけては，学歴社会批判か
ら指定校制・推薦制が撤廃され，自由公募制
が導入されたものの，大学生たちは OB リク
ルーターに取り入る戦略の一つとして<体育
会系>であることをアピールしたことを，論
文・雑誌記事のレビュー・分析を通じて指摘
してきた [束原，2008]． 
 
２．研究の目的 
 そこで本研究では，以上の社会的・学術的
背景を踏まえ，<体育会系>の就職についてそ
の変遷と現状を記述すること，およびそのメ
カニズムを背景となる大卒新卒労働市場や
採用/雇用に関する言説との関連から明らか
にすることを企図した．具体的には以下のリ
サーチクエスチョンを設定した． 
1) <体育会系>就職はどのように変化してき
たのか？ 
2) <体育会系>就職は現在どのような状況に
あるのか？（→スポーツによってどう異
なるのか？） 
3) <体育会系>就職が時代を超えて人々に認
識される背景には，どのような構造があ
るのか？ 
 
３．研究の方法 
 上述の各リサーチクエスチョンに対応し，
以下の方法を採った． 
1) <体育会系>側の記事や資料に限界がある
ことがわかったため，採用側である企業の変
遷を追跡すべく，オリンピック日本代表選手
団の所属組織と最終学歴を明らかにする． 
2) <体育会系>内における差異，すなわちス
ポーツによる就職率の差異を明らかにする．  
3) <体育会系>にまつわる語りが大卒新卒労
働市場の動向とどのように連動するかを検
討する． 
 
４．研究成果 
 個別研究の結果は以下の通りである． 
1）夏季オリンピック選手団の所属と最終学
歴について 
 日本が初めて選手団を送り込んだ 1912 年
ストックホルム大会から 2008 年北京大会ま
でのオリンピック夏季大会を対象に,日本代
表選手団の資料を整理し，選手の所属と最終
学歴について考察した．選手の一覧を作成し，
性別，学生/学卒別所属，学校種別最終学歴
について単純集計した．その結果，女性選手
の台頭，学生選手のプレゼンスの低下，自衛
隊・警察組織の貢献度の高さ，企業スポーツ
の移り変わり，大学院卒選手と高卒選手の増
加，大卒選手数と割合の低下が明らかとなっ
た. 
 アスリートを社員として採用する企業の
変遷については特に，1992 年バルセロナ大会
までは，八幡製鉄（現・新日本製鐵）や日本



鋼管（現・JFE ホールディングス）を中心と
した鉄鋼産業，ユニチカ（旧・大日本紡績，
ニチボー）や東レ（旧・東洋レイヨン），旭
化成，リッカーミシンといった紡績関連企業
が多かった．1992 年大会以降は，日立（旧・
日立製作所），NTT，富士通といった電気通信
およびその機器メーカー企業が多くなった．
一定数の選手を長い期間連続して輩出し続
けることができる企業は，事業の多角化を図
って成功していると考えられた．東レや旭化
成，日立製作所といった企業がそれである．
もともと繊維業から出発した旭化成などは，
当初は持っていなかった健康スポーツ部門
を立ち上げ，サプリメントなどを製造・販売
するに至っている．企業がスポーツ選手を雇
用し続けるための戦略として興味深く，今後
の日本型企業スポーツの一モデルとなるも
のと期待される（表 1）． 
 
[表 1:主要な所属組織と学卒選手輩出数推移] 

 

 
2) <体育会系>内スポーツによる就職率の差
異について 
 体育会学生就職支援企業である，(株)アス
リートプランニングのサービスを2013-14年
度に利用した学生のプロファイルデータを
用い，大学グループ（国公私立，入試偏差値，
等），文理区分，入学経路，英語レベル，部
内役職等を統制した上で，<体育会系>学生が
東証一部上場企業（以下，T1 企業）および東
洋経済企業力ランキング上位企業（男：Top 
800 企業；女：Top 1200 企業）から内定を獲
得したか否かについて，スポーツ競技の及ぼ
す影響を男女別に分析した．解析にはクロス
集計から二項ロジスティック回帰分析を用
いた． 
 性別，内定報告，大学名，所属スポーツを
満たした有効サンプルは男 8,247（56.3%），
女 3,737（52.8%）であった．それぞれの従属
変数で解析モデルが成立するよう，独立変数
を調整した．表 2，3 に示した通り，全ての
モデルは有意（男 T1：χ2 = 68.504，p<0.005；
男 Top 800: χ2 =339.855，p<0.005; 女 T1: 
χ 2 =43.995，p<0.005; 女 Top 1200: χ 2 
=115.955，p<0.005）で，男女ともに大学グ

ループが最も大きな説明力を有した（後述）． 
 
[表 2: 内定獲得に与えるスポーツ種目の影響(男)] 

 

[表 3: 内定獲得に与えるスポーツ種目の影響(女)] 

 



 スポーツは大学グループの次に高い説明
力を有し，男女別に設定された内定率が低調
な部に対して，男子では野球，ラグビー，ア
メフト，競漕，ラクロス，サッカーが，女子
ではゴルフ，スキー/スケート，硬式テニス，
ラクロスが，5％水準で有意に内定率を高め
る効果を持った．男子では屋外集団スポーツ，
女子では社会経済的出自に恵まれた層で行
われるスポーツの部への所属が企業から評
価される傾向にあった． 
 当該研究は，<体育会系>の中でもどの運動
部への所属が良い就職を得がちであるか実
証した点で有効である．しかしモデルの説明
力は 7-9％程度と高くはなかった．今後は他
の要因を検討すると共に，質的調査によって
この差異が生まれるメカニズムの解明に向
かう． 
  
3) <体育会系>就職の語られ方と大卒新卒労
働市場の動向 
 体育会系，就職，スポーツマンをキーワー
ドに，経済雑誌，主要 3紙（朝日，毎日，日
経），地方紙（北海道新聞）の記事検索シス
テムを利用し，メディア上の<体育会系>就職
の変遷を追った．1985年〜現在までで，総計
926 件の記事がヒットした．そのうち 2000 年
〜2015 年 9 月間に掲載された 153 件を用い，
大卒新卒市場の変動との対応をみた（図 1）．
とりわけ 2008 年のリーマンショック前後記
事件数や内容の変化がみられるかを検討し
た．その結果，大卒労働市場の回復局面（Ⅰ
期：2003 年 60.2％ → 2006 年 68.1％；Ⅱ
期：2010 年 57.6％ → 2014 年 68.4％）に
おいて，記事数の増加がみられた（Ⅰ期：2003
年 7 件→2006 年 13 件；Ⅱ期：2010 年 7 件
→2014 年 18 件）．労働市場が徐々に回復す
る際にどのような新卒者を迎えれば良いか
という「新卒採用基準」が社会的に問題化す
るからであると仮説された．また，現在に近
づくに伴い，出現頻度が高くなる結果となっ
た（Ⅰ期：年平均 8.3 件；Ⅱ期：年平均 11.2
件）．この背景には，昨今の大学運動部への
注目，アスリートのセカンドキャリア問題へ
の注目の高まりがあるものと推察された． 
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[図 1: 大卒新卒就職率と記事数の関係] 
 

4) まとめと示唆 
 わが国において<体育会系>就職は，1）時
代的なリーディング企業によって牽引され
ること，2）優良企業からの内定獲得率には
スポーツ間で差異があること，3）大卒新卒
労働市場が一時的な落ち込みから回復する
期間にメディア上で取り上げられることが
多くなることが明らかとなった．<体育会系>
は，日本の教育が経済界から評価される際の
象徴的な表象であり，スポーツを通じた人間
形成への示唆を含め，科学的観察の対象とし
てあり続けることが期待される． 
 2 度目の東京オリンピックが 4 年後に迫っ
た 2016 年 4 月，わが国ではスポーツ庁が中
心となり，大学スポーツを産業化する議論を
スタートさせた．一方で，アメリカでは大学
スポーツの過度な商業化がさまざまな歪み
を生んでいることが指摘されている［Branch, 
2011; Nocera and Strauss, 2016］．大学ス
ポーツの経済的価値をことさらに称揚し，教
育的意義を軽視しながら大学スポーツの産
業化を推し進めれば，大学にとってもアスリ
ートにとっても不幸な帰結をもたらすかも
しれない．わが国の歴史と現状を踏まえた，
慎重な未来構想が求められる． 
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